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　シンポジァム 『経済研究』：回顧と展望

〔基調報告〕『経済研究』における研究動向＊

藤　野　正三郎

1．はじめに

　1950年1月r経済研究』が創刊されてから，昨1979

年で30年の時間を閲した。そこで，1979年には，4冊

の30巻特集号が出版され，またこの31巻3号では過去

30巻にわたる総索引が作成され，それを機縁としてr経

済研究』に関する回顧と展望のシンポジァムが行われる

こととなった。ここに，作成された総索引などのデータ

にもとづき，『経済研究』における研究動向について若

干の検討を行い，シンポジァムのための素材を提供した

い。

　『経済研究』創刊号において，ときの都留重人研究所

長は，次のような創刊のことばを述べた。その全文を掲

げておく。

　経済学の領域は，わが国でもふたたび多彩な展開を

見せるようになったが，現実の経済はあまりにも貧し

い。貧しいだけではない，偏ってもいる。

　＊　この論文の作成に当っては，『経済研究』編集
部の東より子助手にデータの収集などにつき援助をえ

た。また編集委員の堀内昭義助教授，久保庭真彰講師

のコメントをえた。記して謝意を表したい。

　こうした状態のただ中で，社会科学として経済学に

課せられた責務や寄せられる期待は大きいはずである。

われわれは，この責務を果しうるかの反省において謙

虚であるとともに，その期待にこたえんとする努力に

おいては野心的でありたい。

　そのためにわれわれは，二重の意味で「土俵」の外

に出なければならぬと思う。第一には，みずから「土

俵」を区切り，問題や条件を限定して，AであればP，

Bであれば9といった調子の自明の論理を繰返すこと

の限界を自覚しなければならぬ。現実に照してその命

題が真であるか否かを検証しうる仮説をたてる勇敢さ

を経済学者が失ってから，すでに久しいのである。第

二には，なれた「土俵」から出て，われわれの研究は

世界の舞台でもまれなければならぬ。わが国の経済学

があまりにもしばしば，外国経済学の紹介，解釈，老

証に専念してきたことを，実践的な市井人の常識は，

これまた久しくあきたらず思ってきているはずである。

　「経済研究」をあえて「経済」の研究としたのは，

右の第一の意味において，現実の経済を対象とする態

度を生かそうとするためであり，また，この季刊誌の

紙面を広く世界の学界にひらいて投稿をもとめるこど

にしたのは，右の第二の意味において，「土俵」の外
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第1図：経済研究所研究部門構成の推移
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に出るためである。

　この主旨に賛同される’江湖の士が，鞭捷と叱正を惜

しまれないことを希望する。

　1950年1月　　一橋大学経済研究所長　都留重人

　この30年間に，日本経済は，当時のあまりにも貧し

い状態から，世界の経済大国へと成長した。しかし，わ

が国における「経済」の研究は，それに歩調を合せて莞

卜したのであろうか。また，創刊号に掲げられた『経済

研究』の理念は，われ，われの研究において実現され，さ

らにはそれを乗り越えて進むことができたのかどうか。

この点を念頭において以下若干の検討を行いたい。

　しかし，その検討に入る前に，一橋大学経済研究所に．

おける研究部門の構成が，『経済研究』創刊時の1950年

置ら最近までにどのように変化したかを示しておく。第

1図を見られたい。1950年にはわが経済研究所は，日本

経済，アメリカ経済，ソ連経済，学説史および経済史，

国民所得・国富，統計学の6部門からなっていた。（部

門の名称はときに改称され，たが，この図の部門名はすべ

て最近時点でのそれによっている。）それが，1977年

置14部門にまで成長した後，1978～79年において現在

の5大研究部門へと再編成され，新しい研究体制を採る

ことになったのである。この体制の下で，われわれは
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．「経済」についての研究

を一層展開しようとして

いるのである。

2．事項分類からみた

通時的研究動向

　　　　　　　　　　　　　　　われわれは，『経済面

　　　　　　　　　　　　　　究』についての事項索

　　　　　　　　　　　　　　引・書評索引・著者索引

　　　　　　　　　　　　　　を作成した。まず，この

　　　　　　　　　　　　　　うちの事項索引にみられ

　　　　　　　　　　　　　　る『経済研究』．における

　　　　　　　　　　　　　　研究動向を概観しよう。

　　　　　　　　　　　　　　われわれ．は，1つの論

　　　　　　　　　　　　　　文・調査・寄書など（書

　　　　　　　　　　　　　　評を除く）を1～2の事項

　　　　　　　　　　　　　　に分類した。事項分類は

　　　　　　　　　　　　　　総索引の最初に示してあ

　　　　　　　　　　　　　　るように大分類とその中

　　　　　　　　　　　　　　の小分類からなっている。

　　　　　　　　　　　　　　ここで，．大分類区切り

（ただし経済理論はその小分類区切りを含めて）で，5年

間を単位として研究のウエイトが通時的にみてどのよう

に推移したかをみよう。

．第1表には，各事項分類に分類された論文などの数が，

百分置でみてどのように推移したかが示されている。

　r経済研究』では，もちろん一橋大学経済研究所に所

属する人々のみによってその執筆が行わ耗たわけ．ではな

い。しかし研究所員の執筆する研究が含まれるから，関

連する所員数が多い研究分野での研究は，当然多くなる。

また外部からの研究にしても，研究所内部での研究との

関連で，その関連の深いものが多くなるのは当然である。

その場合，日本経済に関すζ研究部門は，日本経済第1

ど日本経済第2とがあり，部門数が他の研究部門の2倍

であった。また研究部門によっては，比較的多くの所員

が在籍した部門と，そうでない部門とがあった。日本経

済第1と日本経済第2の揚土は，比較的多数の所員が所

属していた部門である。したがって，第1表において，

1950年から1979年の30年間全体でみて，そのウエイ

トが最も大きくなっているのは当然であったともいえる。

しかし，とにかく，『経済研究』における研究の重点が

日本経済におかれ，ていたことは明らかである。

　日本経済に次いで高いウエイトを示すのは統計に関連

する研究である。これも，研究所に統計学部門と経済計
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第1表：経済研究第1～30巻事項分類通時行列（百分率）

艶
界
、
誉
t

事項分類

期　　間 1950桐

T4年

1955～

T9年

1960～

U4年

1965～

U9年

1970～

V4年

1975剛

V9年

1950～

V9年

1950～79
Nにおけ
髀㊧ﾊ

01 経　　済　　理　　論 39．12 37．32 38．80 29．25 31．40 26．64 34．13 ＼．
010 経　済　理　論．一　般 4．10 3．17 3．23 3．25 1．71 2．42 3．03 15

011 経済学方法論・経済哲学 0．63 0．49 2．08 0．50 0．34 0．69 0．84 25

012 価　　　値・価　　　格 2．84 4．15 3．98 3．25 4．10 3．46 3．64 ’13

013 国民所得・国．富 7．26 4．15 1．15 1．00 2．05 0．69 2．66 19

014 再　　　　生，　　産 4．10
1
．
4
6
「

2．08 1．50 1．37 1．02 L91 22

015 生　産・分　配・支　出 6．62 7．32 5．08 ふ00 3．07 5．80 5．18 5

016 物　　　　　　　　価 1．89 L71 3．70 2．75 3．07 2．73 2．71 18

017 経済成長・景気循瑛 8．20 8．29 8．55 6．75 5．46 2．73 6．91 4

018 経済体制・経済計画 1．58 2．93 3．70 2．75 3．41 3．46 2．99 16

019 社会主義経済論 1．89 3．66 5．31 4．50 6．83 ’2．66 4．30 10

02 経済学説史・経済思想史 5．36 12．20 7．39 9．25 7．17 5．88 8．12 3

03 統　　　　　　　　　計 9．46 8．29 7．16 8．75 8．53 10．03 8．59 2

04 経　　済　　政　　策 2．53 1．95 1．62 3．25 3．07 4．84 2．75 17

05 貨　　　幣・金　　　融 0．95 3．17 3．70 4．25 ．4．78 8．30 4．06 11

06 公　　共　　経　　済 3．15 1．22 4．62 6．25 5．12 4．15 4．06 12

07 人　　　口・労　　　働 L58 3．17 2．31 5．00 3．75 3．46 3．22 14

08 産　　　　　　　　　業 3．79 5．85 4．39 4．50 3．07 5．19 4．53 7

09 企　　業　　経　　済 0．95 0．98 ．1．85 2．75 1．71 3．11 1．87 r　23
10 経　　　　済　　　　史 6．94 2．93 4．39 4．75 3．41 8．30 4．95 6

11 日　　本　　経　　済 11．36 12．20 6．24 7．00 9．22 6．57 8．73 1

12 ア　　ジ　　ア　経　　済 0．95 1．95 2．31 2．25 3．07 2．77 2．19 21

13 ア　メ　リ　カ　経　済 3．15 2．44 2．77 2．75 1．π 2．42 2．57 20

14 イギリス。西欧経済 0．95 0．49 1．62 2．75 0．68 1．73 1．40 24

15 ソ　連・東　欧　経　済 5．05 3．17 5．31 3．50 5．80 3．46 4．34 9

16 アフリカ・オセアニア経済 0．25 0．35 0．09 26

17 ．国際経済・世界経済 4．73 2．68 5．54 3．50 7．51 2．77 4．39 8

100．00 100．00 100．00 100．00 100．00 100．00 100．00 ＼．
実　数　計 317 410 433 400 293 239 2，142

＼
＼

ρ
繋
毒
◎

、

測部門が存在したことと深い関係をもっていよう。とこ

ろが，第3位には，学説史関連の研究が位し，8・12％と

いう日本経済に関連する研究，および統計に関連する研

究に匹敵するウエイトを示している。このことは，『経

済研究』のこれまでの研究動向として注目に値しよう。

　経済成長・景気循環に関する研究のウエイトは6．91％

であり，全体の中の第4位にある。そして・その（4／5）

は成長に関する研究である。このことは，日本経済の研

究ウエイトが第1位で．あることと照らし合せて，『経済

研究』に掲載された研究の1つの大きな重点が，日本経

済の成長分析にあったことを如実に示している。

　地域別の研究で，日本経済関連の研究の次に高い百分

率を示すのは，ソ連・東欧経済関連の研究の4β4％であ

り，；れは全体の中では第9位となっている。またこれ

に次いで，社会主義経済論の4．30％が来る。このこと

は，『経済研究』における研究の1つの重点が社会主義

圏に関連するものであったことを物語っていよう。

　さて，ウエイトの動きを通時的にみると，

　（1）日本経済研究は，初期．1950年代にはユ1．36％，

12・20％のウエイトを占めていたが，それ’が1960年代に

は6．24％，7．00％と半減し，1970年前半に9・22％に上

昇した後，その後には再び6・57％へ低落している。し

たがって，日本経済研究は，時間の経過にともなってそ

のウエイトを小さくしたということができよう。

　（2）これに対して統計研究は，すべての期間を通じて

8ん10％のウエイトを維持しており，r経済研究』に掲載

される研究の多くが，常に実証的であること示している。

　（3）学説史に関する研究ウエイトは，10年くらいを単

位として循環的に変動しているようにもみえるし，また

最近は初期の状況に近づいているようでもある。
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　（4）経済成長・景気循環に関する研究のウエイトは，

1960年代後半から明らかに低下し，70年代後半では2・73

％に過ぎない。この分野の研究は，さきに述べたように

成長関係の研究が大部分であるので，これは，1970年代

に入ってからの反成長思想の拾頭，1970年代前半までの

日本経済ならびに世界経済の高成長，1970年代後半から

の低成長，成長理論開拓のフロンティアーが消滅したこ

となどと密接に関連した現象と考えられる。

　（5）生産・分配・支出に関する研究は，1970年末前

半までは低下傾向にあった。しかし，1970年代後半に入

ると，その趨勢を破って初期の水準に近いウエイトを示

している。

　（6）経済史研究のウエイトの動きも，生産・分配・支

出のそれと近い形をとっている。

　（7）また産業研究にも，その傾向がある。、

　（8）国際経済・世界経済に関する研究は，きれいな10

年周期サイクルを示している。

　（9）ソ連・東欧経済研究は，やはり10年周期のサイ．

クルを示し，国際経済・世界経済研究と同調する傾向が

ある。

　（10）ところが，社会主義経済論は，1970年代前半ま

で趨勢的に増大していた。しかしこれは，1950年代前年

を除き，ソ連・東欧経済研究，国際経済・世界経済研究

と同調して変動しているとみるべきかもしれない。

　（11）貨幣・金融関係の研究ウエイトは，初期の僅か

に0・95％の水準から一貫して上昇し，1970年代後半に

は8．30％という高い水準に到達している。これは，、『経

済研究』における研究が，初期の実物面重視ないし中心

の研究から，次第に貨幣・金融面をも考慮した研究へと

重点を移しつつあることの1つの証拠であるように考え

られる。

　（12）公共経済研究は，1950年代後半の1・22％という

低水準を除き，ほぼ3－6％の研究ウエイトを示した。

　（13）価値論・価格分析も，3～4％の研究ウエイトを

コンスタントに維持している。

　（14）人口・労働に関する研究は，1960年代後半の

5・00％まで上昇したが，その後3・5％前後の水準を維持

している。

　（15）経済理論一般は，初期の4％程度の水準から，

最近の2・4％水準へと低下しているというべきであろう。

　（16）経済体制・経済計画は，初期の1．58％を除き，

大体3～3．5％水準にある。

　（17）経済政策は，初期の2・53％から1960年代前半の

1・62％まで低下の後，1970年代後半の4・84％まで上昇
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している。最：近における政策問題への関心の増大を示す

ものであろう。

　（18）物価は，1950年代には1・7～1・9％水準であった

がその後は3％前後の水準を維持している。

　（19）国民所得・国富研究は，初期の7・26％から急激

に低下し，1975～79年には0・69％に過ぎなくなってい

る。これは，国民所得分析の後退を意味するわけではな

く，むしろ逆に，その定着化にともなって，国民所得分

析がより外延的な方向において行われていることを暗示

するものではないかと考えられる。

　（20）アメリカ経済研究は，初期を除き大体2．5％水準

を維持しているが，1970年目前半には2％水準を割った。

　（21）　再：生産研究は，初期の4・10％から低落し，最

近は1％程度となっているが，これも国民所得研究の揚

合と同様な意味をもつものであろう。

　（22）企業経済は，初期の0．95％から1970年代前半

を除き上昇傾向を続け，最：近では3．11％に達している。

　（23）イギリス・西欧経済研究には，15年くらいのサ

イクルがあるようにみえる。

　（24）経済学方法論・経済哲学研究は，1960年代前半

の2％水準を除き，α5％水準で安定している。

　（25）アフリカ・オセアニア経済研究のウエイトは極

めて低い。これはわれわれの研究所にこの地域関連の研

究部異ないし研究項目がないこととも関連していよう。

3・事項分類からみた共時的研究動向

　次に，『経済研究』1～30巻の全体について研究分野

がどのようにクロスしているかを検討してみよう。論文

など（書評を除く）の事項索引は，さきに述べたように，

1つの研究について1～2の事項分類を付けている。そ

こで，大分類（ただし経済理論は小分類を含む）単位で，

1つの研究がどのような研究分野に同時に属しているか

をみよう。第2表は，この目的のために作成された行列

である。この行列は対称行列であり，1つの行（列）を横

（縦）にみていくと，その行（列）の研究分野に属する研究

が，他のどのような研究分野に属しているか，その研究

の数が示されている。大事項分類相互間では，2個の事

項分類が同一の大事項分類に属する研究，および1個の

事項分類しか与えられなかった研究が，また経済理論内

の小事項分類では事項分類が1個だけしか与えられなか

った研究は，この行列の対角線上の要素の示す数となっ

て表わされている。

　この事項分類共時行列にみられるr経済研究』におけ

る研究の特徴は次のようなものである。
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」
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　（1）経済理論一般に分類された研究は，圧倒的に事項

分類1個を付与されたものであり，他の分野との関連が

少ない。他の分野と関連づけられた研究は，再生産，経

済成長・景気循環，経済単説史・経済思想史に関するも

のであり，マルクス理論関係の研究が多い。

　（2）経済学方法論・経済哲学に分類された研究は，事

項分類1個のもの，経済体制・経済計画，経済学説史・

経済思想史に関連するものが多く，ここでも経済理論一

般の菊合と同様な傾向が看取される。

　（3）価値・価格に分類された研究は，その圧倒的多数

が，生産・分配・支出に関する研究となっている。その

他では，価値・価格それ自体，物価，社会主義経済論に

関連するものが多い。

　（4）国民所得・国富に分類された研究の多くは，国民

所得・国富それ自体，統計，生産・分配・支出，経済成

長・景気循環に関連しており，国民所得・国富について

の理論的研究が行われると同時に，実証的研究，国民所

得など．による成長分析が行われたことを示している。

　（5）再生産関連の研究のそれ，それ（1／4）弱が経済成長・

景気循環，ソ連・東欧経済に関連するものである。

　（6）　生産・分配・支出に関する研究は，価値・価格

生産・分配・支出それ自体，公共経済，統計，経済成

長・景気循環，日本経済に関連するものが多く，価値論

ないし価格分析との関連でこの側面の研究が行われると

ともに，財政との関連があり，また統計的な成長分析な

どが行われたことを示している。

　（7）物価に関する研究は，統計的・実証的研究が多

く，また価値・価格，貨幣・金融との関連で行われてき

た。

　（8）経済成長・景気循環に分類された研究は，経済成

長論・景気循環論それ自体として研究されるとともに，

日本経済の成長・循環分析が行われ，しかもそれが生

産・分配・支出という国民所得の3側面に関連して研究

され，また再生産，産業，アジア経済との関連で行われ

たことが看取される。

　（9）経済体制・経済計画に分類された研究は，その約

半数近くが社会主義経済論に関連するものであり，体制

問題についての研究と社会主義経済論との深いかかわり

をうかがわせる。

　（10）社会主義経済論に関する研究は，その（1／3）以上

がソ連・東欧経済に関連しており，またその（1／3）弱が

経済体制・経済計画に関連するものである。

　（11）経済学説史・経済思想史に分類された研究は，

他の分野とはやや独立した形で行われており，人日・労
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働，経済史に若干の関連をもっていた。

　（12）統計に属する研究は，その（1／3）強が統計それ自

体に関連するものであり，その他では，日本経済，物価

との関連が強い。

　（13）経済政策に分類された研究は，貨幣政策・金融

政策として研究されたものが多く，またアメリカ経済に

関係するものが多い。

　（14）貨幣・金融に分類された研究は，貨幣・金融そ

れ自体とともに，政策として研究されている。日本経済

の貨幣・金融的側面についても研究があるが，それは貨

幣・金融に関する研究の1割程度にすぎない。

　（15）公共経済関連の研究は，公共経済それ自体とと

もに，生産・分配・支出，日本経済に関係する。これは，

財政の支出側の経済全体との関連が研究されるとともに，

日本経済の財政的側面が分析されたことを示している。

　（16）人口・労働に分類された研究は，その多くが，

日本経済に関連するものである。

　（17）産業に分類された研究は，その2割くらいが，

日本経済に関連し，その他統計的分析，、経済史的分析，

成長分析が行われた。

　（18）企業経済に分類された研究のうち，2割以上が，

アメリカ経済に関連していることが注意を引く。

　（19）経済史に分類された研究は，その半数近くが，経

済史それ自体として行われているが，約2割近くのもの

はイギリス・西欧経済に関係していることが注目される。

　（20）日本経済に関する研究の多くは，統計的分析で

あり，また人口・労働に関するものである。さらに，産

業，成長・循環，公共経済に関するものもある。この面

の研究が，主として人口・労働を中心にして，実物側面

について行われてきたことがうかがわれる。

　（21）アジア経済についての研究は，社会主義経済面

に関するものが多いが，これは中国経済についての分析

を多く含むためである。また成長分析が多く行われた。

　（22）アメリカ経済についての研究の多くは，企業経

済経済政策，経済成長・景気循環に関するものであり，

そこにアメリカ経済研究の特徴が見出せる。

　（23）イギリス・西欧経済研究の圧倒的多数（半数以

上）が経済史に関するものであることは，注目すべき点

であり，これが，イギリス・西欧経済研究の特徴である。

　（24）　ソ連・東欧経済についての研究は，その（2／3）

が社会主義経済論に関するものであり，また国際経済・

世界経済に関するものが多い。

　（25）アフリカ。オセアニア経済についての研究は，

前述したように，その研究が極めて少ない。’
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第2表＝経済研究第1｛’30巻事項分類共時行列
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　2　16
2　　7　　1

1　　3　　3

1　　　　　3

02 経済学説史・経済思想史 13 5 3 3 2 1・4・ 3 3

03 統　　　　　　　　　計 50■ 3 1 2 9 13 19 1 2 3 68 1 2 10

04 経　　済　　政　　．策 4 2 1 1 1
9
一

17 6

05 貨　　　幣・金　　　融 22 4 3 3 2 7 3 3 2 17 19

06 公　　共　　経　　済 29 2 1 2 1 16 1 3 3 10 6 21

07 人　　　口・労　　　働 16 3 1 2 1 7 1 1 6 1

08 産　　　　　　　　　業 15 1 1 1 ．　1 1 1 9
．

11 1 4

09． 企　　業　　経　　済 3 ρ
1

2 1 1 5

10 経　　　　済　　　　史 6 1 9
2 ．2 1 ’6 1 1

11 日　　本　　経　　済． 39 1 1 4 12 3 14 4 27 6 9． 13

12． ア　　ジ　　ア　経．済 24 1 、9 2 12 2

13 ア　メ　リ　カ　経　済 12 2 1 1 1 7 1 8 5 1

14 イギリス・西欧経済 2 1 1 2 2 1

15 一ソ　連・東．欧　経　済 56 4 4 8 1 2 37 6 1

16 アフリカ・オセアニア経済
1

17 国際経済・世界経済 16 3 1 1 8 2 1 1 ．2 3 3

計 卜 國 邸1 料 矧 引 軋回 訂ト・1 引 ％i梱 捌國明 87

　（26）国際経済・世界経済に関する研究は，国際経済・

世界経済それ自体の研究で毒るもの揮多く（約1／3），そ

の他では，ソ連・東欧経済，日本経済経済成長・景気

循環に関連する．ものである。

4．所内と所外の執筆動向

　以上で，『経済研究』に掲載された研究の研究動向を

一応概観した。ここで，それらの研究が，所内と所外と
に関してどのような執筆動向を示したかをみてみよら。

『経済研究』の創刊のことばでは，広く世界からの執筆

を求め，『経済研究』を開かれた学術雑誌≒することを

宣言していだ。この理念は，現実にはどのような姿をと

ったであろうか。

　いま，1950年，1954年，1959年，1964年，1969年，

1974年，1979年を選び，これらの年に出版されたr経

済研究』に掲載された論文・調査・寄書など（書評を除

く）と書評のそれぞれについて，全執筆者のうちでの所

内執筆者数の割合を計算すると、第2図に示したように．

なる。この揚合，研究所員として在職した人は，その在

職以外の期間に『経済研究』に掲載された研究も，所内

執筆者数の中に加えた（以下同様）。

　さて，論文などの所内執筆率は，1960年代前半までは

。
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第2図：r経済研究』所内執筆率の推移
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論文など

50～60％の間で横ばいであるが，それ以後低下傾向が

みられ，197g年には33．3％となっている。また書評は，

1954年の大きく低下した時期を除くと，初期の70％を

越える所内執筆率から低下傾向をたどり1960年代末か

ら20～25％ラインにいたっている。したがって，論文

などにしても書評にしても，1960年代後半からそれま

でより『経済研究』の開放性が進展したというべきであ

ろう。

　特に，1962年7月から，所外からの投稿を依頼する

だけだなく，投稿研究を公募するようになった（採否は

審査員の審査によ．って決定）から；一応その時点から

鎗
　
、
、

＼ハγ
V

、

　　　1950525456　586062　6466　687072　7476　7880

『経済研究』も「世界的水準でいうところの学術雑誌とな

ったということができよう。公募投稿の研究がどれほど

あったか，1975年までの記録は残念ながら欠けている。

記録の存在する1976～79年の4年間についていうと，4

年間全体で50の投稿研究があり，このうち半数の25が

採用され，また5研究が現在審査中である。年当り12．5

の投稿研究があり，1号当り1～2本の公募投稿研究が

掲載されていることになる。

　次に，研究所在職者のr経済研究』発行期間に含まれ

る在職期間1年当りの論文・調査・寄書など（書評を除

く）の執筆回数をみると（研究所在職期間以外に執筆した

論文なども含む），最高は1・753本であり，最低は0．466

本である（日本経済統計文献センター関係者，資料調査

．室関係者，編集部関係者を除く。書評についても同様）。

そして，平均（加重平均）は1・103，標準偏差は0．347の

分布を示す。また書評については，最高は0・791であり，

最低はゼロであって，平均は0・283，標準偏差は0．211

である。第2図にみたように，論文などにしろ，書評に

しろ，時間の経過とともに所内執筆率が一般に低下して，

『経済研究』の開放性が高まっているから，在職期間の

短い若い所員の年当り執筆本数が低くなる傾向がある。

しかし，執筆本数の散らばりにはその他の要因も作用し

ているようである。

　もちろん，研究所員の研究に関する量的生産性は，執

筆回数だけによって表わされるわけではない。それぞれ

の研究の量的な長さの問題もある。さらにまた，『経済

研究』に掲載された研究のみによって研究発表の数が測

れるわけではない。したがって，研究についての生産性

を，『経済研究』への執筆回数だけから推定することは

危険である。しかしながら，以上の事実は，．わが経済研

究所に所属する研究者は，平均的にいって，年々1本以

．上の論文などを連続して発表しているということであり，

これは国際的にみても国内的にみても，研究者の研究活

動としては十分の水準にあるといっても過言ではあるま
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第3表：所外執筆者の執筆回数別分布

経　　済　　研　　究 Vo1．31　No．3

論文など 書　　評
執筆回数

騨者数1騨撒 騨隅一緻

第4表；海外よりの寄稿と欧文での寄稿
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卜
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／
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3

10．

11

9

欧文での論
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7
！
0
5
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0
7

　
1
　
　
　
2
1

欧文での

執筆者数

7
6
7
0
3
2

　
1
　
　
1
2
2

375

い。

　他方，所外研究者について執筆回数別の執筆者数分布

をみると，第3表のようになる。論文などについては

442人の所外研究者が執筆し，執筆総数計は640にのぼ

っている。また書評においては，278人の所外研究者が

執筆レ，執筆総数計は375である。所内の論文などの執

筆者は，日本経済統計文献セ≧ター関係者・資料調査室

関係者6編集部・日本経済部門を含めて40であり，執

筆総数は718である。また書評については34人の所内

執筆者で，184の執筆総数となっている。したがって1

～30巻を通じての論文などの所内執筆率は53・4％，書

評のそれは33．2％となる。第2図でみたように，最近は

相当所内執筆率が低下している。しかし，論文などにつ

いては，全体としてみてなお50％．以上の所内執筆率で

あり，さらに執筆の所外への開放が進められるべきでは

ないかと考えられる。

　所外への開放には，所外の日本の学界への開放と海外

への開放があるが，海外への開放の程度はどのようなも

のであったか。いま，海外よりのr経済研究』への寄稿

の状態と，日本語以外の言語（それはこの揚合欧文に限

られている）での論文などの執筆の状況を5年刻みにみ

ると，第4表のようになる。海外からの寄稿は，1955～

64年の10年間を除き10本前後で安定している6欧文

による発表は，1970年代に入ると急増した。これは日

本人の研究の欧文による発表が増加したからである。海

外への開放度は，これまでに増して一層高められる必要

があろう。

5・r経済研究』への需要動向

　ここで，この30年間におけるr経済研究』に対する

需要の動向を調べておこう。『経済研究』の定価は，第

3図にみられ’るように，1950年の平均定価98・75円から

1979年の平均定価1，000円まで上昇してきた。この間，

1号当りのページ数に若干の変動があるが，大体96ペ

ージ程度に落着いているので，ページ数の変化は無視し

てよかろう。これと比較する意味で理論・計量経済学会

の機関誌r季刊理論経済学』の定価を示した。その平均

定価は1950年の122．5円がら1979年の850円まで上昇

している。r季刊理論経済学』の1号当りのページ数は，

初期に極めて大きく変化しているが，その後は80ペー

ジ程度で推移している。一しかし1977年4月より96ペー

ジ建てとなった。したがって96ページ建ての『経済研．

究』と，96ページ建ての『季刊理論経済学』を比較す

る場合，最近のところで1，000円型850円となっており，

『経済研究』が割高の状態にある。

　そして，これら2つの雑誌の定価の動きをみると，

『経済研究』のそれがr季刊理論経済学』のそれを2年

ほどリードして動いているようにみえる。あるいは『経

済研究』の定価は，プライス・リーダーとなっているの

かもしれない。

　GNPデフレーター（1965年以降は新SNA，それまで

は旧SNA，1970＝100）は，1952年から1977年にかけ

て3．9倍となっている。この間『経済研究』の定価は6・5

倍に上昇した。一般の物価に比してr経済研穽』の定価

の上昇は著しい。これは，雑誌製本上他の財に比べ労働

投入を相対的に多く必要とすること，そして実質賃金率

が上昇したことと関係しているように考えられ，る。

　このような定価の動きの中で，『経済研究』に対する

需要はどのように動いたか。発行部数は，1950年代は各

号当り1，875部程度から1，550部に低下し，1960年代に

は，1，500部を維持し，1970年代にはそこから1，550部

に僅かではあるが上昇している。しかし，この発行部数

をみるだけでは『経済研究』に対する需要の動きは，十

分には把握できないように思われる。

　r経済研究』の発行部数は，非売品部数と売品部数と

からなる。非売品は経済研究所で買上げ，交換雑誌とし

て他の研究機関に提供しているものである。研究所はさ

噌
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らに売品部数の一部を買

上げ，それを需要者に売

却している。残りの売品

が岩波書店を通じて一般

に販売されている。非売

品買上げ部数は，1950年

忌の1号当り450部から，

1960年代には650部へ

上昇し，1970年代にはさ

らに700部となった。ま．

た売品の，うち研究所が買

上げているものは，50年

代の250部の水準から60

年代には150’部の，そし

て70年代には100部の

水準に落ちている。これ

に対し，岩波書店での売

品の部数は，50年代に

1，250部か．ら810部へ低

下．し，60年代には740部

へ，そして70年代には

726部へと変化している。

　と．ころで，売品として

発行されたものがすべて

需要者によって購入され

てしまうわけではない。

その一部は売残り在庫と

なることがある。したが

って在庫の状況をも考慮

しないと，需要動向の実

態は把握できない。しか

し岩波二書店での売残り在

庫がどのように推移した

かについては情報を欠く。

そこで，いま，研究所の

売品売上部数，その在庫

部数，

定
価
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第3図：『経済研究』の定価と需要動向
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　　　および販売部数をみてみよう（丁年発行4号分の

合計値による。ここで在庫というのは，通常のように在

庫累積量：を指すのではなく，各号の売残り一その年間合

計一一ゼある）。

　第3図をみられたい。1950年代経済研究所による．r経

済研究』売品中の買上げ部数は，年間計で1，150部の水

準を維持していた。ところが，初期には研究所内に売残

って在庫となる部分は少なかったが，次第にそれが増加
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した。そのためであろうか，1960年には売品買上げ部

数を年間726部に切下げた。その代り非売品買上部数を

年間1，800部がら2，290部へ増加させたのである。その

結果，在庫部数は年間計でいって2部に落ちた。そして

1962年までさらに売晶買上げ部数を非売品買上げへと

切換えたこともあり，在庫は1960～63年において10部

前後となった1）。

　この在庫減少は，確かに一面では売品買上げを非売品
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買上げに切換えた結果であった。しかし，それだけでは

なかったように考えられる。とかうのは，1960年から

63年間での4年間をみると，在庫ゼロの号がこの間に

発行された16冊のうち11冊を占めているからである。

たとえ超過需要が起こっても，手持ちがない限り在庫は

ぜロとなるのであり，それはマイナスとはならない。そ

して1963年にそのような需給状況を反映したのか，売

品買上げを1962年の年間387部から，年間710部に増

加させたのに，この年の在陣は年間計で14部1こ過ぎな

かったのである。

　売品買上げ部数から在庫部数を差引くと，研究所での

販売部数が出る。それは第3図に図示したように動いて

いる。それは1962年の売品買上げ部数の減少に対応し

て，この年に急減している。しかし，このあたりの期間

では研究所での販売について超過需要が存在して小た可

能性が強いのである。売品買上げを年間600部の線に維

持していても，おそらく在庫は僅少にとどまったに違い

ない。ところが，1964年以降になると1在庫部数は上

昇し，．研究所での販売部数は低下した。この販売部数低

下の動きがとまるのは1969年以降みことである。

　すなわち，『経済研究』に対する需要は長期的にみて

減少傾向をたどった。しかし1960～63年においては3

需要が回復したといえないまでも，需要の減少傾向は一

時停滞した。そしてその後1964年から1969年まで需要

は減少していったが，1970年代に入って安定した水準

を保っているといいうるであろう。このような需要の動

向は，どのように理解されるべきであろうか。

　1960年，池田内閣の所得倍増計画の発表にともない，

民間企業・銀行は競って長期成長計画をたてるようにな

る。しかし，そのころ民間企業・銀行では，なお十分に

は経済分析の方法に習熟しておらず，そのことが，現状

分析方法への関心を高め，『経済研究』への需要をもた

らした点があったのではないかと老えられる。

　ところが，1964～65年半なると，1955年ごろに出発

した中期の景気循環はその停滞期を迎える。そのため，

『経済研究』に対する需要も停滞してきたのではないか。

それと同時に，このこうより経済予測などに極めて強い

偏向をもった研究機関が設立されはじめる。その典型は，

1963年12月目設立された日本経済新聞社の日本経済研・

究センタrであろう。

　官庁や民間企業・銀行の調査部などは，このころまで

　1）　需要動向の検討に際し，売品買上げの非売品買

上げへの切換えが在庫に及ぼしたであろう影響につい

ては久保庭講師のコメントに負うところが大きい。

Vo1．31　No．3

に経済分析技術を一応マスターしつつあったし，同時に

日本経済研究センターに代表され’るような民間企業など

の関心をより強く引く機関が設立ざれ，，それらが機関雑

誌も発行しはじめていた。このようなことが，r経済研

究』への需要の停滞を呼んだものと思われる。ここには，

コピー機器の普及や情報ρ不完全性の問題もからんでい
よ「 ､。

　その後，1970年代に入ってからの動きは，浮動的需

要層が消滅し，恒常的な需要者層が残り，安定的に需要

が推移していると考えるべきなのか，にわかに判断を下

しがたい。あるいは70年代に入ってからの世界経済な

らびに日本経済での問題の多発が，『経済研究』への需

要を安定的にしていると考えるべきなのであろうか？

　それにしても，r経済研究』は，相当部数（1号当り800

部）の一般的需要を維持している。通常の大学学部機関

誌は，その学部の教員と学生を固定読者層とすることに

よって，また学会の機関誌は，その学会会員を固定読者

層とすることによって成立している。しかし『経済研

究』にはこのような種類の固定読者層はない。にもかか

わらずそれが相当程度の読者を維持しえているのは，他

の多くの経済学関係の学術雑誌が閉鎖的であるという日

本の現状の中で，開放性をもっているが故ではないかと

思われる。この三昧からも，『経済研究』の開放性を拡

大することが望ましいと考えられるのである。

6。r経済研究』と学界・官庁・企業での研究との関

　係

　以上の検討を踏まえ，ここで『経済研究』における研

究活動と学界・官庁・企業などでの研究動向との関係を

考えてみよう。まず学界での研究をリードした分野とし

ては，日本経済・成長過程に関する実証的・統計的研究，

ソ連経済・社会主義経済に関する研究をあげることがで

きるであろう。

　この場合，日本経済研究は，①明治以降の戦前期を主

要対象とし，②実物分析中心で貨幣的側面の分析が少な

く，③計量経済モデル分析であるよりNBERないし

Kuz赴ets的分析であり，④ミクロ理論的研究よりむし

ろマクロ理論的研究であり，⑤日本内地の分析から日本

帝国の分析へ，また貨幣的側面の分析へ，さらには明治

以前および戦後の分析へと重点を移しつつある。

　他方，ソ連経済・社会主義経済研究では，①初期には

制度研究，産業別の現状分析，社会主義経済の基礎カテ

ゴリー（価値・価格）などの研究が中心であったが，②最

近では，それらを含め，さらに政治経済学的接近と機能

●

「

4

φ



軸

も

」

■

J耳1。1980 『経済研究』における研究動向

的接近の2つのアプローチをもってする所有や市揚と計

画の問題をはじめとする機能メカニズムについての研究

に重点を移してきている。

　次に官庁における経済分析との関連はどうであったか。

戦争直後｝とは，経済の実態の分析方法糖．官庁・民間企

業などでは理解されていなかった。その時代，わが経済

研究所の研究は，官庁における研究を強くリードしてい

た。・その適例は企画庁の『経済白書』であろう。その第

1回白書の執筆者が，都留重人であったことは周知のと

ころであるが，1952年と1954年には，『経済白書』が

発表された直後，われわれの研究沸こおいてそれについ

ての討論が行われた。これは，その後，毎年いろいろの

商業的経済雑誌で行われていま経済白書シンポジァムの

さきがけと・なったものである。　　　　　　　　’

　学界では毎年同一の形の研究を繰返して行うことは，

予算的にいっても，労力的にいっても，あるいは研究関

心的にいっても困難である。例えば，投入・産出表，デ

ィフュージョン・インデックス，国民所得推計，計量経

済モデルの推定，白書的実態分析などがこれである。こ

れらは一度研究を行えば，第2回目からはオリジナリテ

ィーをもたない研究となるものが多い。そして，それら

を年々メンテナンスしていくには予算的にも労力的にも

大学・大学研究所の能力を超えるものが多い。

　他方，官庁なり民間傘業なり｝こおいては，初期的には

．研究なり分析なりの方法を開発することができず，学界

に依存することが多い。さきにみたr経済研究』への需

要の動きも，このことを表わしているようである。しか

し，一度分析方法が確立すると，官庁で唱曲間企業の調

査部でも，．それを継続して行っていける能力を，予算的

にも労力的にももっているのである。

　日本長期信用銀行の竹内宏調査部長は，私が常日頃尊

敬している経済研究者であるが，最近次のような発言を

行っている。「同じテーマについて学者が「調査」すれ

ば，学界では「研究」といい，民間企業の調査部が「研

究」すれば「調査」という。……最近，マクロ経済やミ

クロ経済の現状分析や見通しについては，官庁や民間の

調査機関の活動が目立っている。もちろん，この分野で

優れ’た業績をあげ，尊敬すべき見識を持っている学者は

少なくないが，経済学界全体としてみると，民間よりも

後れをとっている」2）。この発言には聞くべき点が多い。

しかしそこには上述したような事情が反映しているとい．

わなけれ，ぱなるまい。そして1ついっておきたいことは，

2）竹内宏『路地裏の経済学』1979，pp，214－215。
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『経済研究』には「調査」という欄があって，毎号研究

所の所員が執筆し，それが『経済研究』の1つの特徴と

なっているということである。「調査」とか「研究」．と

かいう表現にあまりこだわらない方がよいのでは．なかろ

うか。

　他方，．竹内も認めているように，いわゆるエコノミス

トの短所は，「実務家の議論ではビジ日ンや視角がはっ

きりしないことである」3）。というより，これまでの常

套的分析方法で分析が行えないような事態が起こったと

』き一そのときこそ現状分析の．必要性が強くなる一，

かれらはお手上げになってしまう可能性がある。これは，

揚合によっては学者の麗でも起こる。このようなときこ

そ，研究者はそのオリジナリティーを発揮すべきなので

ある。ニクソン・シ・ック前後の状況につや・ての理論的

分析，石油危機後から最近にかけての経済状態をどう考

えるかについての分析などがそれである。

7．『経済研究』における研究の方法

・われわれの経済研究所に所属する研究者は，初期には，

分析方法と地域を組み合せた行列のどこかの要素となる

ことを要求された。例えば，国民所得に関する部門に属

すると同時に，日本経済部門に属するというようにであ

る。あるいは再生産についての部門と同時に，ソ連経済．

部門に属するというようにである。

　これは，さきに掲げた都留の創刊のことばに示されて

いる現実の中から問題を取上げるという理念にそうと同

時に，それをなんらかの理論的発想をもち，きちんとし

た分析方法によって分析しようとする意図からであった。

しかしその後，この研究体制はくずれ’ていった。それと

ともに，われわれは，1つの重要な反省すべき状態に立

たされているのではないかと思われる。もっともこのこ

とは，『経済研究』のみに関係することではないのでは

あるが。

　それは，理論的研究と実証的研究との分離・分断傾向

である。かつて，’r．C．　Koopmansは，　ArthuτRBurns

とWesley　C．　Mitche11の漉α側γ伽g　B粥伽633吻oZθ3．

1946に対して，あるいはより広くNationa1　Bureau　of

Economic　Researchでの研究に対して，　measure斑ent

without　theoryという批判を投げかけた4）。当時，

Koopmansはシカゴ大学にあったCowles　Co搬1nission

　3）　竹内宏『同上書』p．225。

　4）T．C。　Koopmans：．“Measurement　Without
Theory，”Eθ麗8叡ノげEooπo編。　Sご磁ゼε彦盛。∫，　Vo1．29，

1947，pp．161－172．　　　　　　　　　　　　　　　　　＼
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（後エール大学に移りCowles　Foundatio且と改称）によ

っていた。このCowles　Colnmissionでの経済分析で

は，NBERのそれと違ってmeasurement　with　theo「y

を展開するというわけである。

　そしてCQwles　Comhlissionでは，．統計学的には計

量経済モデルの同時推定方式が開発され，経済学的には

ケインズ理論の大枠の中に，ミクロ理論から構築された

企業と消費者の行動方程式を盛込んだLR．　K：1einの計

：量モデルにこの統計的手法が適用され，経済変動の解析

が進められたのである6）。まさに1neasurement　with

theoryの華々しい展開であった。この方法での日本経

済の最初の分析として，山田勇の研究がある6）。

　その後，マクロ計量経済モデルは大型化していったが，

それ’とともに常に行われるべき理論的反省・検討は，ま

すます稀薄化していき，measurmellt　without　theory

．へ退行していった7）。

　わが国の経済学では，理論的研究と実証的研究とを峻

別しようとする傾向が強い。しかし，これは極めて危険

な傾向である。理論的研究を行うに当っても，それは

theory　with　measurementでなければならないし，ま

た実証的研究を中心とするにしても，それはmeasure一

　5）　LR，　Klein＝Eρo箆。η↓勿F伽。ご瓢αあ。π3伽6ん8

σ九奮α986α孟ε3，1921－1941，1950．

　6）　山田勇：「ケインズの動態的体系による日本経
済構造の分析」r一橋論叢』Vo1．19，　No．5－6，1948，　pp．

25－42，Vo1．20，　No．5－6，1948，　pp．53－64（山田勇『経済

の計量：』1949，pp．40－84に再計算して収録）。なお，

日本経済についての初期の計：量モデルとしては，藤野

正三郎・倉林義正「景気変動と経済模型」『季刊理論
経済学』Vo1．3，　Apri11952，　PP．159－166を参照。

　7）　この点で筆者と極めて同様な認識をしているの

は，こことは違った文脈においてであるが，佐和隆光
「マ．クロ計量モデノレの有効性」『経済セミナー』1980年

2月，PP．24－31である。

Vo1．31　No，3

ment　with　theoryでなければならない。この揚合meas一

．ureme斌とは，狭く統計データの分析というだけでは

なく，広く現実・実態への関心・考慮という意味におい

て考えられてよい。マルクス流にいえぼ，具体から抽象

へ，抽象から具体，このプロセスの繰返しである。理論

研究者の現実無関心，現実研究者の理論的発想・分析道

具の貧困，これこそ現在の経済研究における1つの重大

な問題点であろう。ここでわれわれは，都留が『経済研

究』の創刊のことばで述べた第1の「土俵」の外に出る

ことの意義を今一度考え直さ存ければならない。

　最：後に少しく視角を変え，『経済研究』に掲載され研

究を政策的視点から眺めてみよう。ここに政策的という

のは，時事的問題への政策的提言を含む分析かどうかと

いうことを意味する。この点からみると，『経済研究』

に掲載された研究の中には，政策的視点をもつものが極

めて少ない。このことは，美本における商業的経済雑誌

あるいは総合雑誌の在り方とも関係している。ここにレ・

う政策的視点をもった論文は，商業的経済雑誌や総合雑

誌に掲載されることが多い。これらあ雑誌は，そのとき

どきの時流の中に樟さして，啓蒙的な論文を掲げるとと

もに，政策的発言を含んだ論文を掲載する。これらの論

文は時宜に適することが必要であるので，比較的短時間’

のうちに発表が可能となるこれらの雑誌が強くそのメリ

ットを発揮するのである。

　しかし，他方においては，現実の政策的問題について，

本格的な研究を展開するには，それらは必ずしも適当で

はない。そこでは分析が上滑りになる怖れがある。した

がってr経済研究』．などの学術雑誌に，この種の政策的

視点をもった本格的研究が掲載されることは，大いに歓

迎すべきことである。今後，『経済研究』にもこのよう

な視点をもった研究が発表されることが望ましい。

　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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